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短答式試験問題集［憲法］
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［憲法］

〔第１問〕（配点：２）

国家公務員法第１０２条第１項にいう「政治的行為」の意義について判断した最高裁判所の二つ

の判決（最高裁判所平成２４年１２月７日第二小法廷判決，刑集６６巻１２号１３３７頁及び同

１７２２頁）に関する次のアからウまでの各記述について，正しいものには○，誤っているものに

は×を付した場合の組合せを，後記１から８までの中から選びなさい。（解答欄は，[№１］）

ア．「政治的行為」とは，公務員の政治的な行為一般ではなく，公務員の職務の遂行の政治的中

立性を損なうおそれが，観念的なものにとどまらず，現実的に起こり得るものとして実質的に

認められるものを指す。

イ．管理職的地位にある公務員が政党機関紙の配布といった殊更に一定の政治的傾向を顕著に示

す行動に出た場合には，その指揮命令や指導監督を通じてその部下等の職務の遂行や組織の運

営にもその傾向に沿った影響を及ぼすことになりかねず，「政治的行為」に該当する。

ウ．公務員の職務の遂行の政治的中立性を損なうおそれが認められるか否かは，諸般の事情を総

合して判断する必要があるが，公務員の政治的な行為が勤務外で行われた場合には，そのおそ

れは存在しないと考えられる。

１．ア○ イ○ ウ○ ２．ア○ イ○ ウ× ３．ア○ イ× ウ○

４．ア○ イ× ウ× ５．ア× イ○ ウ○ ６．ア× イ○ ウ×

７．ア× イ× ウ○ ８．ア× イ× ウ×

〔第２問〕（配点：３）

法の下の平等に関する次のアからウまでの各記述について，最高裁判所の判例の趣旨に照らして，

それぞれ正しい場合には１を，誤っている場合には２を選びなさい。（解答欄は，アからウの順に[№

２］から［№４］）

ア．憲法第１４条第１項の「社会的身分」とは，人が社会において占める継続的な地位をいうか

ら，高齢であることはこれに当たらないので，町長が町職員の余剰を整理する際，高齢のみを

基準として対象者を選択しても，平等原則には反しない。[№２］

イ．併給調整条項の適用により，障害福祉年金を受けることのできる者とそうでない者との間に

児童扶養手当の受給に関して差別が生じても，両給付が基本的に同一の性格を有し，併給調整

に立法裁量があることなどに照らすと，合理的理由のない不当なものとはいえない。[№３］

ウ．租税法の定立は立法府の政策的，技術的判断に委ねるほかないから，この分野における取扱

いの区別は，立法目的が正当であり，かつ，区別の態様が立法目的との関連で著しく不合理で

あることが明らかでない限り，憲法第１４条第１項に違反するとはいえない。[№４］
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〔第３問〕（配点：２）

信教の自由に関する次のアからエまでの各記述について，誤っているもの二つの組合せを，後記

１から６までの中から選びなさい。（解答欄は，[№５］）

ア．信教の自由には内心における信仰の自由が含まれるが，信仰の自由は，内心にとどまるもの

である限り，制約が一切許されない。

イ．宗教とは無関係な行政上の要請により，宗教を信じているか，いずれの宗教団体に属してい

るかなど，個人の信仰に関する申告をさせることも，内心における信仰の自由の侵害となる。

ウ．宗教的行為の自由は，憲法第２０条第１項前段ではなく，「宗教上の行為」等に「参加する

ことを強制されない」と規定する同条第２項により保障される。

エ．特定の宗教の宣伝や共同で宗教的行為を行うことを目的とする団体を結成する自由は，信教

の自由ではなく，憲法第２１条第１項の結社の自由として保障される。

１．アとイ ２．アとウ ３．アとエ ４．イとウ ５．イとエ ６．ウとエ

〔第４問〕（配点：３）

報道の自由に関する次のアからウまでの各記述について，最高裁判所の判例の趣旨に照らして，

それぞれ正しい場合には１を，誤っている場合には２を選びなさい。（解答欄は，アからウの順に[№

６］から［№８］）

ア．法廷内における被告人の容ぼう等につき，手錠，腰縄により身体の拘束を受けている状態が

描かれたイラスト画を被告人の承諾なく公表する行為は，被告人を侮辱し，名誉感情を侵害す

るものというべきで，その人格的利益を侵害する。[№６］

イ．報道機関の取材源は，一般に，それがみだりに開示されると将来にわたる自由で円滑な取材

活動が妨げられることになるため，民事訴訟法上，取材源の秘密については職業の秘密に当た

るので，当該事案における利害の個別的な比較衡量を行うまでもなく証言拒絶が認められる。

[№７］

ウ．少年法第６１条が禁止する推知報道に該当するか否かは，少年と面識のある特定多数の者あ

るいは少年の生活基盤としてきた地域社会の不特定多数の者が，少年を当該事件の本人である

と推知することができるかを基準にして判断すべきである。[№８］

〔第５問〕（配点：２）

通信の秘密に関する次のアからウまでの各記述について，正しいものには○，誤っているものに

は×を付した場合の組合せを，後記１から８までの中から選びなさい。（解答欄は，[№９］）

ア．通信の秘密の保障の目的は，私生活の自由を保護することにあるだけでなく，公権力による

通信内容の探索の可能性を断つことにより自由な表現伝達手段を確保することにもある。

イ．通信の秘密は，特定の他者との通信の秘密を保障するものであり，はがき，手紙のほか，電

話，電信もその保障の対象に含まれるが，インターネット上の通信はこれに含まれない。

ウ．通信の秘密の保障は，通信の内容のみならず，通信の当事者の氏名，住所，通信の日時，通

信の個数など通信に関する全ての事項に及ぶ。

１．ア○ イ○ ウ○ ２．ア○ イ○ ウ× ３．ア○ イ× ウ○

４．ア○ イ× ウ× ５．ア× イ○ ウ○ ６．ア× イ○ ウ×

７．ア× イ× ウ○ ８．ア× イ× ウ×
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〔第６問〕（配点：３）

営業の自由に関する次のアからウまでの各記述について，それぞれ正しい場合には１を，誤って

いる場合には２を選びなさい。（解答欄は，アからウの順に[№10］から［№12］）

ア．営業の自由を市場における私的な独占からの自由と捉える見解によれば，事業者に対し一定

の取引分野での競争を不当に制限する行為を禁止する立法は，自由を促進する立法と位置付け

られる。[№10］

イ．営業の自由が歴史的には公序として形成されてきたものであるとしても，憲法は「国家から

の自由」を中心に人権を保障することを第一義とするものであるから，営業の自由を憲法第

２２条第１項で保障される人権と解することは可能である。[№11］

ウ．営業の自由の内容を開業・廃業と営業活動に分け，前者は憲法第２２条第１項，後者は憲法

第２９条により保障されるとする見解は，営業の自由の保障根拠を憲法第２２条第１項のみに

求める見解と比べて，営業の自由を広く保障する。[№12］

〔第７問〕（配点：３）

憲法第２５条に関する次のアからウまでの各記述について，それぞれ正しい場合には１を，誤っ

ている場合には２を選びなさい。（解答欄は，アからウの順に[№13］から［№15］）

ア．憲法第２５条第１項で定める救貧施策においては国民の最低限度の生活を保障しなければな

らないが，同条第２項で定める防貧施策においては広い立法裁量が認められると解する立場に

よっても，救貧施策は生活保護法による公的扶助に限定されないと解することはできる。

[№13］

イ．憲法第２５条第１項は，将来に向けた政策の指針を定めたもので，国民の権利を保障するも

のではないと解するプログラム規定説によっても，裁判所が同項に基づいて個々の法律につい

て国民の生存権を侵害するか否かを判断できる。[№14］

ウ．いわゆる朝日訴訟においては，生活保護法に基づく生活扶助を廃止するとともに医療扶助を

変更する旨の保護変更決定について，これを認容した厚生大臣の裁決自体の裁量権の逸脱・濫

用が争われたのではなく，生活保護法自体が憲法第２５条第１項に違反するとして争われた。

[№15］

〔第８問〕（配点：２）

学校教育に関する次のアからウまでの各記述について，最高裁判所の判例の趣旨に照らして，正

しいものには○，誤っているものには×を付した場合の組合せを，後記１から８までの中から選び

なさい。（解答欄は，[№16］）

ア．憲法第２６条が子どもの学習権を保障していることから，教育の内容及び方法を誰がいかに

して決定し得るかという問題に対する一定の結論が当然に導き出されるわけではない。

イ．親の教育の自由は，主として家庭教育等，学校外での教育において現れるものであり，学校

選択の自由はこれに含まれない。

ウ．国が一定の教育水準確保のために定立する学習指導要領は，生徒側の教育内容に対する批判

能力の程度及び学校選択の余地等に鑑みれば，高等学校では法的拘束力を持たない。

１．ア○ イ○ ウ○ ２．ア○ イ○ ウ× ３．ア○ イ× ウ○

４．ア○ イ× ウ× ５．ア× イ○ ウ○ ６．ア× イ○ ウ×

７．ア× イ× ウ○ ８．ア× イ× ウ×
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〔第９問〕（配点：３）

財産権の保障に関する次のアからウまでの各記述について，それぞれ正しい場合には１を，誤っ

ている場合には２を選びなさい。（解答欄は，アからウの順に[№17］から［№19］）

ア．憲法第２９条第１項は財産権の不可侵性を規定しているが，同項が保障するのは，私有財産

制ではなく，個人が現に有する財産を侵害されないということである。[№17］

イ．憲法第２９条第２項は財産権の内容は法律で定めるとするが，入会権のような慣習に基づく

伝統的な権利も憲法上の財産権に含まれる。[№18］

ウ．憲法第２９条第３項は私有財産を正当な補償の下に公共のために用いることができるとする

が，こうした規定は歴史的には福祉国家理念を背景にして制定されるに至った。[№19］

〔第10問〕（配点：２）

国民の義務に関する次のアからウまでの各記述について，正しいものには○，誤っているものに

は×を付した場合の組合せを，後記１から８までの中から選びなさい。（解答欄は，[№20］）

ア．憲法第２６条第２項は保護する子女に普通教育を受けさせる国民の義務を定めているが，こ

れは子どもが普通教育を受ける義務を負うことも意味するから，宗教上の信念に基づき授業内

容の一部を受講しないと，子どもが同項違反の責任を問われる。

イ．憲法第２７条第１項は国民の勤労義務を定めるが，これを道徳的な訓示規定と解すると，勤

労の能力ある者がその機会があるのに勤労しない場合に生活保護を受給できないとする制度を

設けることは，同項の訓示規定としての性格に反し憲法上許されないこととなる。

ウ．憲法第３０条の定める国民の納税義務は憲法上の義務であるが，その義務は法律によって具

体化されるので，国民が租税法規に従って税金を納付しない場合でも，法的には租税法規違反

にとどまる。

１．ア○ イ○ ウ○ ２．ア○ イ○ ウ× ３．ア○ イ× ウ○

４．ア○ イ× ウ× ５．ア× イ○ ウ○ ６．ア× イ○ ウ×

７．ア× イ× ウ○ ８．ア× イ× ウ×

〔第11問〕（配点：３）

近代立憲主義に関する次のアからウの各記述について，それぞれ正しい場合には１を，誤ってい

る場合には２を選びなさい。（解答欄は，アからウの順に[№21］から［№23］）

ア．近代立憲主義とは，成文憲法に基づいて国家運営を行おうとする思想ないし実践を意味する。そ

れは，イギリスにおける１２１５年のマグナカルタによって確立された。[№21］

イ．１７８９年のフランス人権宣言は近代立憲主義の内容を簡潔に示している。それによれば，

「憲法」というためには，「権力の分立」が定められていれば足りる。[№22］

ウ．１９世紀の「自由国家」と形容される時代には自由の保障が強調されていた。しかし，その

自由の保障のために，違憲立法審査権を裁判所に認める国は例外的であった。[№23］
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〔第12問〕（配点：３）

二院制に関する次のアからウまでの各記述について，それぞれ正しい場合には１を，誤っている

場合には２を選びなさい。（解答欄は，アからウの順に[№24］から［№26］）

ア．日本国憲法が二院制を採用したのは，異なる選挙制度や議員の任期が異なること等によって，多

角的かつ長期的な視点からの民意を反映させ，衆議院と参議院との権限の抑制，均衡を図り，

国政の運営の安定性，継続性を確保しようとしたものと解される。[№24］

イ．衆議院と参議院の関係について，日本国憲法は，衆議院に法律案及び予算の先議権を認めて

いるが，法律案及び予算について両議院の意見が対立した場合には，両院協議会を開かなけれ

ばならないとしている。[№25］

ウ．参議院議員選挙に関して，判例は，半数改選という憲法上の要請，そして都道府県を単位と

する参議院の選挙区選挙における地域代表的性格という特殊性を重視して，都道府県を各選挙

区の単位とする仕組みを維持することを是認し続けている。[№26］

〔第13問〕（配点：３）

憲法第４１条の「唯一の立法機関」に関する次のアからウまでの各記述について，それぞれ正し

い場合には１を，誤っている場合には２を選びなさい。（解答欄は，アからウの順に[№27］から［№

29］）

ア．「唯一の立法機関」の意味の一つは，国会中心立法の原則である。それは，形式的意味の立

法が専ら国会で法律という形式で定められなければならないという原則である。[№27］

イ．国会中心立法の原則には例外がある。その例外は，憲法に特別の定めがある最高裁判所規則

の制定だけである。[№28］

ウ．「唯一の立法機関」の意味の一つは，国会単独立法の原則である。それは，国会による立法

は，国会以外の機関の参与を必要としないで成立するという原則である。[№29］

〔第14問〕（配点：２）

委任立法に関する次のアからエまでの各記述について，誤っているもの二つの組合せを，後記１

から６までの中から選びなさい。（解答欄は，[№30］）

ア．憲法第７３条第６号は委任命令を一般的に認めているが，多数説は，専門技術性と迅速な対

応の必要性から，権利や義務に関して法律の内容の詳細規定の命令への委任を認めている。

イ．憲法第４１条からして，命令に委任する場合には，白紙委任が禁止される。さらに，学説は，

当該法律の本質をなす部分や重要事項に関して議会が定めることを求める。

ウ．判例は，被勾留者には一般市民としての自由が制約されることを理由に，１４歳未満の者と

の接見を原則として認めていなかった当時の監獄法施行規則を委任の趣旨の範囲内とした。

エ．判例は，インターネット販売が認められる医薬品を一定の医薬品に限定した薬事法施行規則

について，法律の委任の範囲を逸脱した違法なものであるとした。

１．アとイ ２．アとウ ３．アとエ ４．イとウ ５．イとエ ６．ウとエ
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〔第15問〕（配点：２）

国政調査権の行使に関する次のアからウまでの各記述について，正しいものには○，誤っている

ものには×を付した場合の組合せを，後記１から８までの中から選びなさい。（解答欄は，[№31］）

ア．国政調査権は，各議院を構成する個々の国会議員についても認められている権能であるので，個

々の国会議員も行使することができる。

イ．内閣は，各議院から国政調査権に基づき報告又は記録の提出を求められた場合には，国家の

重大な利益に悪影響を及ぼすときであっても拒むことができない。

ウ．各議院は，国政調査権の行使として，公務員のみならず私人に対しても，証人として出頭し

て証言することを求めることができる。

１．ア○ イ○ ウ○ ２．ア○ イ○ ウ× ３．ア○ イ× ウ○

４．ア○ イ× ウ× ５．ア× イ○ ウ○ ６．ア× イ○ ウ×

７．ア× イ× ウ○ ８．ア× イ× ウ×

〔第16問〕（配点：３）

選挙に関する次のアからウまでの各記述について，最高裁判所の判例の趣旨に照らして，それぞ

れ正しい場合には１を，誤っている場合には２を選びなさい。（解答欄は，アからウの順に[№32］

から［№34］）

ア．衆議院議員選挙における１人別枠方式については，人口の少ない県に居住する国民の意思を

も十分に国政に反映させるという目的は合理的であるが，その結果生じる投票価値の較差が過

大であるから違憲である。[№32］

イ．国民の選挙権を制限するためには，そのような制限をすることがやむを得ないと認められる

事由がなければならないが，選挙権の保障には投票をする機会の保障は含まれないため，投票

機会の確保のための措置を採るか採らないかについては広汎な立法裁量が認められる。[№33］

ウ．衆議院議員選挙では，小選挙区の候補者のほか，所属する候補者届出政党にも選挙運動が認

められており，無所属の候補者は政見放送ができないなど非常に不利であるが，他に十分な手

段があるため，政策・政党本位の選挙制度の実現のための立法裁量の範囲を逸脱していない。

[№34］

〔第17問〕（配点：２）

内閣及び内閣総理大臣に関する次のアからウまでの各記述について，正しいものには○，誤って

いるものには×を付した場合の組合せを，後記１から８までの中から選びなさい。（解答欄は，[№

35］）

ア．憲法第６５条第１項は，「行政権は，内閣に属する」と規定している。行政権とは全ての国

家作用のうちから立法作用と司法作用を除いた残りの作用であるとすると，立法作用と司法作

用以外の全ての国家作用について内閣が自ら行うことが必要となる。

イ．内閣は，行政権の行使につき，国会に対し連帯して責任を負う。これは，特定の国務大臣が

その所管事項に関して単独の責任を負うことを否定するものではなく，個別の国務大臣に対す

る衆議院及び参議院の問責決議も認められるが，それらには法的効力はない。

ウ．内閣総理大臣は，内閣という合議体において，単なる同輩中の首席ではなく，首長の立場に

あり，その他の国務大臣の任免権を専権として有する。したがって，文民統制の観点から内閣

総理大臣は文民でなければならないとしても，その他の国務大臣が文民である必要はない。

１．ア○ イ○ ウ○ ２．ア○ イ○ ウ× ３．ア○ イ× ウ○

４．ア○ イ× ウ× ５．ア× イ○ ウ○ ６．ア× イ○ ウ×

７．ア× イ× ウ○ ８．ア× イ× ウ×
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〔第18問〕（配点：２）

合憲限定解釈に関する次のアからウまでの各記述について，正しいものには○，誤っているもの

には×を付した場合の組合せを，後記１から８までの中から選びなさい。（解答欄は，[№36］）

ア．合憲限定解釈に対しては，立法者の意思を超えて法文の意味を書き換えてしまう可能性があ

り，立法権の簒奪につながりかねないという問題がある。

イ．合憲限定解釈に対しては，当該解釈が不明確であると，犯罪構成要件の保障的機能を失わせ，憲

法第３１条違反の疑いを生じさせるという問題がある。

ウ．判例は，集会の自由の規制が問題となった広島市暴走族追放条例について，条例の改正が立

法技術上困難でないから，あえて合憲限定解釈をする必要はないとした。

１．ア○ イ○ ウ○ ２．ア○ イ○ ウ× ３．ア○ イ× ウ○

４．ア○ イ× ウ× ５．ア× イ○ ウ○ ６．ア× イ○ ウ×

７．ア× イ× ウ○ ８．ア× イ× ウ×

〔第19問〕（配点：２）

憲法第８９条後段の「公の支配」の意義に関し，「国又は地方公共団体が当該事業の予算を定め，

その執行を監督し，さらにその人事に関与するなど，その事業の根本的方向に重大な影響を及ぼす

ことのできる権力を有する」ことを要すると解する見解があるが，次のアからウまでの各記述につ

いて，かかる見解と同じ立場からの記述には○を，異なる立場からの記述には×を付した場合の組

合せを，後記１から８までの中から選びなさい。（解答欄は，［№37］）

ア．慈善，教育，博愛の事業を行うのは，通常，法律に基づき国の監督を受ける公益法人であり，学

校法人も公益法人として法的規制を受けるので，「公の支配」に属する。

イ．現行法の私立学校に対する助成については，監督官庁の権限が報告を徴したり，勧告を行っ

たりすることに限られているので，違憲の疑いがある。

ウ．憲法第８９条後段の立法趣旨は，私的事業の自主性を確保するために公権力による干渉の危

険を除こうとすることにある。

１．ア○ イ○ ウ○ ２．ア○ イ○ ウ× ３．ア○ イ× ウ○

４．ア○ イ× ウ× ５．ア× イ○ ウ○ ６．ア× イ○ ウ×

７．ア× イ× ウ○ ８．ア× イ× ウ×

〔第20問〕（配点：３）

地方自治に関する次のアからウまでの各記述について，最高裁判所の判例の趣旨に照らして，そ

れぞれ正しい場合には１を，誤っている場合には２を選びなさい。（解答欄は，アからウの順に[№

38］から［№40］）

ア．憲法上の「地方公共団体」とは，沿革的に見ても，また現実の行政の上においても，相当程

度の自主立法権，自主行政権，自主財政権等，地方自治の基本的権能を付与された地域団体で

あれば足り，共同体意識を持っているという社会的基盤が存在する必要はない。[№38］

イ．憲法上の条例制定権は当然には罰則制定権を含まず，刑罰権設定は本来国家事務であり，条

例中に罰則を設けるには法律の授権が必要であるが，条例は，行政府の命令と異なり，民主的

立法であり実質的に法律に準ずるもので，条例への罰則の委任は一般的・包括的委任で足りる。

[№39］

ウ．地方公共団体は，地方自治の本旨に従い，その財産を管理し事務を処理し及び行政を執行す

る権能を有し，その遂行のためには，その財源を自ら調達する権能を有することが必要である

から，地方自治の不可欠の要素として，課税権の主体となることが憲法上予定されている。[№

40］
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